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1 はじめに 
 地球温暖化に伴う悪影響として、大雨の増加、台

風の強度増加、海面水位の上昇等による、洪水や土

砂災害、高潮などの災害リスクの増大が懸念されて

いる。IPCC は第 4 次報告書において、今後実施する

緩和策（温室効果ガスの抑制等）の規模に関わらず

気温の上昇等の影響が数世紀続くと予測している。

そのため、気候変動による影響を緩和するための適

応策が必要であり、都市計画においてもその考慮が

求められる。適応策には防災インフラ整備や、住民

等への危険周知、警戒避難体制の整備といった減災

施策と、危険地域における住宅新規立地の抑制、既

存住宅の移転促進等の予防施策がある。 

本研究では、気候変動によるリスク変化のうち、

水害を対象として、被害額、QOL（Quality of Life）

変化、及び予防策としての住宅移転策の費用を推計

する。その上でどのような対策を実施するかを定量

的に評価するフレームワークを提示する。 

 

2 本研究のフレームワーク 
公開されているハザードマップデータ（100 年に 1

回の降雨による浸水想定区域図）を基に、浸水深の

メッシュデータを作成し、気候変動による影響を考

慮した洪水の被害額や、それに伴う QOL の減少量

を住宅立地分布に応じて推計するモデルシステムを

GIS 上に構築する。本研究のフレームワークを図-1

に示す。 

本研究では、浸水深が大きい地区から順に撤退し

ていくシナリオを「撤退シナリオ」とする。また、

どこの地区も撤退させないシナリオを「BAU シナリ

オ」とする。 

 

3 手法 
3.1 気候変動による浸水想定区域の変化 

既報 1)によると、日降水量 100mm 以上及び 200mm

以上の大雨は長期的に有意な増加傾向があるとされ

ている。よって、気候変動に伴い、浸水域の拡大や

浸水深の増大が予想される。しかし、気候変動によ

る水害頻度の増加、浸水想定区域の変化を正確に予

測することは困難である。そこで本研究では、現在

の浸水深メッシュ（100 年に一回の降雨に対する）

を拡大することにより表現する。浸水想定区域の拡

大は、標高データ（国土地理院が公開している）に

基づき表現する。このとき、以下の条件を設定する。

①浸水は標高が低い方へ拡大する。②治水インフラ

による排水の影響は考えない。③気候変動によって

新規に浸水するメッシュにおける標高と浸水深の和

は、隣接する浸水メッシュの値と等しい。 

3.2 シナリオ評価の方法 
都市域が住民に与える居住サービスの費用効率性

を一般的に評価する指標として式(1)に示す S値を定

義し用いる 2)。 

 S=QOL/LCC    (1) 

これは、「居住地を維持するために必要な社会的ラ

イフサイクルコスト」(Life Cycle Cost：LCC)1 単位

の投入によって得られる、「都市住民の居住地の生活

環境質」1 単位を表している。S 値を用いて、都市域

の災害に対する脆弱性の評価が可能である。気候変

動による災害リスクの増加は、都市住民にとっての

QOLの減少や被害額の増加を経て S値の変化として
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図-2 名古屋市内における浸水想定区域と浸水深 
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表現される。例えば、外力として降雨を考えた場合、

その変化は洪水発生の頻度増加や規模増大を引き起

こす。その結果、QOL が下がり S 値を低下させるこ

とになる。この手法によって、実際の都市システム

を対象に、気候変動の態様による S 値の感度分析を

行うことができる。また、LCC として市街地維持費

用に被害額（3.4 節）及び撤退費用（3.5 節）を加え

た値を使用する。S 値は 500m メッシュの単位で計

算を行う。 

3.3 QOL の算出方法 

t 年、地区 i における QOL は式(2)(3)で定義される
2)。QOL を決定する各属性の重み（価値観）は便宜

上、評価期間で一定であると仮定する。 

,௧ܮܱܳ    ൌ ∑ ࢝ ሾܥܣ  ܯܣ  ܵ ܵሿ   (2) 

ݓ    ൌ ݓൣ
  ݓ

ெ  ݓ
ௌௌ൧   (3) 

wk：各要素に対する個人属性グループ k の価値観、ACi：地区 i の

交通利便性、AMi：地区 i の居住快適性、SSi：地区 i の災害安全性 

3.4 被害額算出方法 

算定する被害対象としては、人命を考慮せず、資

産に限定し、さらに直接的に被害を受ける家屋や家

庭用品などの一般資産および事業所とする。その他

実際に被害を受ける資産としては、道路・下水道・

橋梁などの公共土木施設や、直接的ではなく間接的

に被害を受ける事務所や公共サービスの営業停止損

失、応急対策費用などがあるが、これらは考慮して

いない。また、一般資産と事業所は、将来にわたっ

て存在量が一定であるとする。 

被害ܥ ൌ ∑ሺܥ資産 ൈ  ሻ                  (4)ܭ

資産ܥ ൌ ܼ ൈ ܹ                        (5) 

C被害：被害額、 C資産i：要素iの資産額、Ki：要素iの浸水深別被害率 

Zi：要素iの評価単価、Wi：要素iの延べ床面積 

3.5 危険地区の撤退費用算出方法 

撤退費用は、用地買収費用 CPと建物取り壊し費用

CD と建物補償費用 CC の和で求める。これは撤退に

かかる最低限の費用を考えている。 

ܥ   ൌ ܴ ൈ ܹ住宅            (6) 

ܥ   ൌ ܹ住宅 ൈ ܤ ൈ ܵ構造別住宅            (7) 

ܥ   ൌ 家屋ܥ ൈ ܹ床面積          (8) 

R：公示価格、 W 住宅：住宅の敷地面積,、B：法定建ぺい率,、S 構造別

住宅：建物構造別解体坪単価,、C 家屋：都道県別家屋 1m2当たり評価額,、

W 床面積：家屋の総延べ床面積 

 

4 ケーススタディ 
名古屋市を対象にケーススタディを行う。名古屋

市での近年の大きな水害として 2000 年 9 月 11 日に

起こった東海豪雨が挙げられる。日降雨量 428mm

を観測し、国土交通省の試算によると被害額は約

8500 億円と大きな被害を受けた。図-2 に名古屋市に

おける浸水想定区域図を示す。 

 

5 おわりに 
本研究では、気候変動による水害リスク増大への

適応策について検討するフレームを示し、名古屋市

へ適用した。これによって、浸水区域の拡大によっ

て生じる被害額と QOL の変化を把握することが可

能となった。これらの分析結果については発表時に

報告する。 
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